(別添様式１)
平成２４年度　当初予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:　障がい者相談支援体制整備特別アドバイザー事業　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援担当　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,000千円　（前年度予算額：2,600千円　※基金事業）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）目的

障がい者が地域で安心して生活するためには、地域自立支援協議会をはじめとするネットワークを構築し、「地域の支える力」を充実していくことが重要であるが、市町村による取組状況には格差が生じている現状である。

このため、特別アドバイザーの設置により、県内各地域における「地域の支える力」の向上を図る。

（２）事業内容

　　○特別アドバイザーの設置及び派遣

県内の相談支援専門員の中で経験豊富な者６名（身体・知的・精神）を特別アドバイザーとして設置して市町村等に派遣し、地域自立支援協議会の設置・運営を始めとする地域の相談支援体制の充実・強化に向けたアドバイス等を行う。

また、特別アドバイザー間の連絡調整等を行う会議を開催する。

○研修会の開催
県内の相談支援体制の充実・強化のため、市町村及び相談支援事業所等関係機関の職員を対象に研修会を開催する。（年１回。講演又はシンポジウム）
（３）実施方法

特別アドバイザーと密に連絡を取り派遣等の調整を行うほか、適切に研修会の企画運営をする必要があることから、相談支援に造詣の深い法人に業務を委託する。

	２　所要経費


  　2,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　３　障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

　　　　障がいや難治性の病気のある人が生活の糧を得て自立できるようにするために

　　　　　○障害のある人たちの雇用機会を拡大し、就労の場を確保する

（４）障がいのある人たちの地域での自立した生活の場を確保する

◆障がいのある人の地域生活支援の核となる地域自立支援協議会の設置を促進する
	２　これまでの取組状況


障害者自立支援対策臨時特例基金による特別対策事業として、平成19年度から実施。
○H22年度の実施状況
・市町村等への特別アドバイザーの派遣 延べ30件　・市町村担当者会議1回
・特別アドバイザー会議6回　・その他（相談支援従事者研修・会議への協力等）
	３　これまでの取組に対する評価


・地域自立支援協議会は41市町村で設置され、特別アドバイザーによる活動が一定の成果を上げている。今後は、平成24年度から自立支援協議会が障害者自立支援法に明確に位置付けられることもあり、その活動のより一層の活性化が課題である。
・特別アドバイザーは、県内の相談支援体制整備の専門家として定着しており、基金事業終了後も設置を継続する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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